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２００８年８月１２日１６時～ 

於）ほくろうビル １階 

 

連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ 労働相談センター  
札幌圏雇用センサス  ２００８年７月の相談状況 

 

「雇用安定が全ての妙薬！   雇用安定に向け、大胆・豪快な決断が必要！」 
 
１．労働相談の概況について 
 （１）相談件数について  資料－１ 「２００８年７月 月別労働相談処理状況」 
              資料－２ 「２００７年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 
                   「２００７年 雇用形態別 相談件数 月別集計」 

相談者数は７７人、相談項目数は１３０件となりました。対昨年比では－３０人・－３２件となりまし

た。一人当たりの件数では１．６９件となり昨年を０．１８ポイント上回りました。 
対前月比では－８人・＋１２件となり、一人当たりの件数は０．２３ポイント上回りました。 
昨年同月は、倒産に関する数値が悪化し、道内中小企業に影響を及ぼす老舗企業の倒産・不振が相次ぎ 

   ました。そのため、取りあえずの雇用不安を解消しようと相談先を探す労働者が多く、予想外の相談件数 
を記録しました。本７月の相談件数は、例年よりやや下回るところに落ち着きましたが、一人当たりの相 
談項目数は、１．６９件と高めの数値となっています。北海道内で、今年に入り倒産数値が再度悪化（７ 
月の企業倒産件数 前年比８１%増の５８件）していることに原因があると考えられます。 

【相談件数・項目数の比較】 
項  目 

 年・月 件数（人） 相談項目数 一人当たり相談項目件数 

２００８年７月 ７７人 １３０件 １．６９件 
前年同月（２００７年７月） １０７人 １６２件 １．５１件 
同年前月（２００８年６月） ８５人 １２４件 １．４６件 

 
  ※参考 ２００８年７月期倒産（法的整理）の数値   負債総額１,０００万円以上 

項 目 内       容 
倒産件数 ５８件（対前年比 ８１%増） 
負債総額 ２４７億８６００万円（対前年比 ６９．４%増） 
主な倒産業種 建設業１４件 小売業１３件 卸売業９件 サービス業９件 
その他特徴的事項 老舗（創業３０年以上）２０件 

 
 （２）雇用形態別相談者数及び件数について  
              資料－２「２００８年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 
                  「２００８年 雇用形態別 相談件数 月別集計」 

相談者数７７人の内訳は、社員２７人、期限付雇用契約者（契約・パートタイマー・臨時アルバイト・ 
嘱託・季節・派遣）４７人、不明３人となっており、男女比では男性５２人・女性２５人となっていま

す。相談件数の内訳では、社員５７件、期限付雇用契約者（契約・パートタイマー・臨時アルバイト・

嘱託・季節・派遣）７９件、不明４件となっています。男女比では男性８８件、女性４２件となってい

ます。一人当たりの相談件数では、社員１．８５件、期限付雇用契約者（契約・パートタイマー・臨時・

嘱託・派遣）１．６８件、不明１．３３件となっています。男女比では男性１．６９件、女性１．６８件

となっています。 
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【雇用形態別 相談者数】 
 

社員 契約 パート 
臨時・ 
アルバイト 嘱託 季節 派遣 不明 合 計 

男 ２７ ５ ５ ６ １ ５ １ ２ ５２ 
女 ４ ７ １３ ０ ０ ０ ０ １ ２５ 
計 ３１ １２ １８ ６ １ ５ １ ３ ７７ 

 
【雇用形態別・男女別 相談件数（各上段）と一人当たり相談件数（各下段）】 

 
社員 契約 パート 

臨時・ 
アルバイト 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

５０ １０ ７ １０ １ ７ １ ２ ８８ 
男 

１．８５ ２．００ ０ １．６７ １．００ １．４０ １．００ １．００ １．６９ 
７ １０ ２３ ０ ０ ０ ０ ２ ４２ 

女 
１．７５ １．４３ １．３５ ０ ０ ０ ０ ２．００ １．６８ 
５７ ２０ ５３ １０ １ ７ １ ４ １３０ 

計 
１．８４ １．６７ １．３５ １．６７ １．００ １．４０ １．００ １．３３ １．６９ 

 
（３）業種別相談状況について 資料－３「２００８年８月 労働相談（業種別・相談内容別）」 
               資料－４「０８年１～７月 相談者数（雇用形態・男女別、業種別）、処理内容」 

 
 業種別相談状況を相談者順に列挙すると次の通りになります。 
「卸・小売業・飲食店」１４人（相談件数２５件 １．７９件／一人） 
「建設・設計・重機業」 ９人（  同 １６件 １．７８件／一人） 
「その他サービス業」  ９人（  同 １５件 １．６７件／一人） 
「食品・加工」     ６人（  同 １０件 １．６７件／一人） 
「医療・福祉・医薬品」 ５人（  同 １０件 ２．００件／一人） 
「陸運・倉庫業」    ５人（  同  ８件 １．６０件／一人） 
「金融・保険・不動産」 ５人（  同  ８件 １．６０件／一人） 
「ビル管理業」     ３人（  同  ９件 ３．００件／一人） 
「通信・報道・ＩＴ業」 ３人（  同  ７件 ２．３３件／一人） 
「商品斡旋・リース業」 ３人（  同  ４件 １．３３件／一人） 
「労働者派遣業」    ３人（  同  ４件 １．３３件／一人） 
「公務・公共サービス」 ３人（  同  ４件 １．３３件／一人） 
「製造業」       ２人（  同  ３件 １．５０件／一人） 
「交通業」       ２人（  同  ２件 １．００件／一人） 
「農林漁業・協同組合」 １人（  同  １件 １．００件／一人） 
「その他・分類不能」  ４人（  同  ４件 １．００件／一人） 
 
※「０」業種  ４業種（「鉱業」「エネルギー・水道」「教育・学校」「会計・行政・法律事務所」） 

 
相談者数・件数ともに「卸・小売業・飲食店」が飛びぬけています。消費不況の影響が大きい業種で

あり、昨今の原油高をはじめとする景気不安が経営に大きく影響し、雇用不安にまで及んでいます。ま

た、老舗ホテルの廃業も若干ではありますが、影響しています。 
 特徴的なところでは、設定業種の大半から相談寄せられていることです。 
 ２０業種の設定のうち、１６業種から相談寄せられています。 
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（４）相談内容について  資料－３「２００８年８月 労働相談（業種別・相談内容別）」 
              資料－５「２００８年８月 労働相談（男女雇用形態別・相談内容別）」 
              資料－６「２００８年 主相談項目 相談者数 月別集計」 
      

相談内容を相談者数及び相談件数で検証すると次の通りになります。 
 
                    （資料－５）        （資料－６） 
     「解雇・雇い止め・退職」    １９件           １５人 

「賃金」            １６件（内未払関連１６件） １３人（内未払関連１３人） 
「就業規則・雇用契約」     ２６件           １２人 

     「差別・嫌がらせ・セクハラ」   ９件            ７人 
     「経営・労務管理」       １２件            ７人 
     「合理化・倒産・企業閉鎖」   １０件            ６人 
     「労災・職業病・安全衛生」    ６件            ４人     

「有給休暇」           ３件            ２人 
     「休業補償」           ５件            ２人 
     「組合結成・上部団体加盟」    ３件            ２人 
     「雇用保険・保険労災」      ２件            １人 
     「労働時間延長・短縮」      ３件            １人 
     「その他」           １０件            ５人 
 
  業種別の相談状況と比較して検証した場合、「就業規則・雇用契約」は１２業種から相談が寄せられ、「解雇・ 
雇い止め・退職」の相談は１１業種、「合理化・倒産・企業閉鎖」と「経営・労務管理」はそれぞれ７業種から 
相談が寄せられています。 
 雇用形態別にみれば、社員・契約社員・常勤パートタイマー等、比較的雇用期間の長い労働者に相談が集中 
しています。取り分け正社員男性からの相談が多くなっています。 

 
 （５）違法件数について   資料－７「２００８年 月別相談内容別違法件数 集計」 

７７名から寄せられた１３０件の相談中、違法と判断される項目は５１件となっています。 
違法率は３９．２％で、今年では一番の低比率であり、昨年と今年のトータルでも３番目に低い数値と 
なりました（２００７年３月３０．３％    ２００７年８月３８．６%）。 
 

                   【項目別違法件数の上位項目】 
項  目 違法件数 違法率 相談件数 

賃  金 １３件 
（内 未払い関連１３件） 

８１．３％ １６件 

解雇・雇い止め・退職 ８件 ４２．１％ １９件 
就業規則・雇用契約 ８件 ３０．８％ ２６件 
経営問題・労務管理 ４件 ３３．３％ １２件 
差別・嫌がらせ・セクハラ ４件 ４４．４% ９件 
労災・職業病・安全衛生 ３件 ５０．０％ ６件 
有給休暇 ２件 ６６．７％ ３件 
休業補償 １件 ２０．０％ ５件 
雇用保険・労災保険 １件 ５０．０％ ２件 
合理化・倒産・企業閉鎖 １件 １０．０% １０件 
勤務（労働時間関連） １件 ３３．３％ ３件 

    相談件数で上位を占める「合理化・倒産・企業」の相談は違法率が１０％となっています。 
経営上やむを得ない状況に立たされ、周到な準備を経た後、労働者に通告する状況が伺われます。 
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２．２００８年７月の相談状況と雇用情勢について 

 
北海道・札幌圏内の不況が長期・固定化している状況が伺われます。 
昨年から地場中小・老舗事業者に発生している企業倒産は、依然その勢いがおとろえず今年に入って 
も断続的に発生しています。札幌圏だけではなく、旭川、函館、小樽及び釧路などの中核都市などでも 
企業倒産・老舗事業者の廃業が相次ぎ、札幌圏事業者には取引先被害として、雇用に影響が及んでいます。 
従って、７月期の相談は会社・事業所の倒産・合理化・縮小に伴うものが多くなっています。ただ、事 
業者においても、直前通告は少なく、事前の準備または弁護士等との相談を経て「就業規則・雇用契約」 
の変更、解雇・雇止めの通告を行うものが多く、法律に反する強硬な手段は少なくなっています。事業所 
内全ての労働者の雇用に関係することから、正社員・契約社員等の長期勤続者も雇用不安対象者とる傾向 
が伺われます。 
 相談の分類数値には表れていませんが、事業所運営の困難さの原因を各事案別に検証した場合、昨年か 
ら続いている構造的消費不況を指摘するところが多いのは勿論ですが、トドメとなるっているのは、今年 
になって顕著となった原油高を原因とする各種物価・経費の高騰です。労使問題・努力だけでは結論を見 
出すことは難しい課題ですが、雇用安定が実現しなければ解決は一層遠退くのも事実です。雇用安定に向 
けた政労使地域の大胆な創意工夫が求められます。 
















